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労働災害による死亡者数は６５人と 

過去最少の前年とほぼ同水準  

－ 北海道内の労働災害発生状況（平成２６年確定） － 

 

 １ 平成２６年の労働災害による死亡者数 

 （１）死亡者数の推移 

道内の労働災害による死亡者は、平成１５年に初めて１００人を下回り、その

後も減少を続け、平成２５年には過去最少の６４人を記録しました。平成２６年

は１人増加の６５人とはなりましたが、過去最少の前年とほぼ同水準となってい

ます。 

特に、８月には寄宿舎の火災により一度に５人が亡くなる事故が発生しており

ます。 
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 （２）業種別の状況 

     業種別に見ると、「建設業」が２２人（全体の３３．８％、前年と同人数）と

最も多く、次いで「商業」が１１人（全体の１６．９％、前年比５人増）、「道

路貨物運送業」と「水産業」が６人（全体の９．２％、それぞれ前年比１人減及

び２人増）の順となっています。 

 

  

（３）災害の種類別の状況 

災害を種類別で見ると、屋根、足場等からの「墜落・転落」が１２人（全体の

  １８．５％、前年比３人減）と最も多く、次いで、「交通事故（道路）」が１１

  人（全体の１６．９％、前年比３人減）と続き、「おぼれ」が１０人（全体の１

  ５．４％、前年比３人増）と、この３種類の災害で全体の５０．８％を占めてい 

   ます。 

 

  



２ 平成２６年の労働災害による死傷者数 

   道内の労働災害による休業４日以上の死傷者は、６，７４４人と、前年に比較し

て３６人の増加（０．５％増加）となっています。 

   業種別に見ると、「製造業」が１，１６０人（全体の１７．２％、前年比７１人

減）と最も多く、次いで「建設業」が１，０１７人（全体の１５．１％、前年比９

人減）、「商業」が９５７人（全体の１４．２％、前年比３７人増）、「道路貨物

運送業」が８０５人（全体の１１．９％、前年比７人減）の順となっています。 

 

３ 平成２７年度の取組等                                           

北海道労働局（局長 羽毛田
は け た

 守
まもる

）では、現在、第１２次労働災害防止計画（平 

成２５年４月～平成２９年３月）の中間年であることを踏まえ、重篤な災害を始め 

とする労働災害の大幅な減少を最重点課題として、建設業、製造業、林業における 

対策を推進するとともに、道路貨物運送業では荷役災害防止対策、第三次産業（小 

売業・社会福祉施設）については、転倒・腰痛災害防止対策を推進していきます。 

 

 

添付資料 

１ 平成２６年 業種別労働災害発生状況平成 

２ 平成２６年における死亡災害発生状況 

３ 平成２６年 業種別・事故の型別・起因物別死亡労働災害発生状況 

４ 荷役作業での労働災害を防止しましょう！（リーフレット） 

５ 安全で安心な職場をつくるために（リーフレット） 

６ 安全で安心な職場をつくりましょう（リーフレット） 

７ 看護・介護作業による腰痛を予防しましょう（リーフレット） 

８ 職場での転倒事故を減らしましょう！（リーフレット） 

９ ストップ・ザ・交通労働災害（リーフレット） 
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